
第９回教育委員会 
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午 後 ３ 時 3 0 分 

市会第４委員会室

案 件 

報告第13号 令和４年度局内・局横断プロジェクトチーム体制について 
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令和４年度　局内・局横断プロジェクトチーム体制(案)

総合教育会議

教育改革プロジェクト・チーム

構成員 ： 教育委員会事務局の局・部長級全員（関係区担当教育次長を含む）

事務局 ：○政策推進担当部長、教育政策課長ほか
所掌事務 ：①教育振興基本計画に掲げられた施策の推進及び進捗管理、局内・局横断的課題の連絡調整

②局内外ＰＴ・ＷＧ、市長提案事項の進捗管理

現場教員との協働ＷＧ
構 成 員：現場の教員

総務部長ほか

教育委員会

学校図書館活用
推進ＷＧ

・学校図書館活用
推進事業の進捗状
況を把握し、課題
整理、意見交換を
行う

・学校図書館活用

に向けた施策のあ

り方の検討

事務局

中央図書館

学校業務改善
ＷＧ

・長時間勤務の解消の
指針及び方策の検討

・校務支援ＩＣＴの利活
用の促進

・学校への送付文書の
削減

・教頭の負担軽減

事務局

教職員給与・厚生担当

市長

貧困対策推進本部

構成員：市長・関係区長・教育長ほか
事務局：こども青少年局
局内体制
（幹事）教育政策課長
（事業担当幹事）教育活動支援担当課長ほか

大阪市児童虐待防止体制強化会議

構成員：市長・副市長・教育長ほか
事務局：こども青少年局

不登校特例校の
あり方検討ＷＧ

・不登校児童生徒に
とっての学びの場の設
置及び、中学校夜間学
級の現状や国の動向を
踏まえ、新たなあり方を
検討

事務局

指導部 生活指導G

多文化共生
教育ＷＧ

・外国から編入する児
童生徒の増加に対応
するため、これまでの
帰国来日の子どもの教
育の成果と課題を踏ま
え、新しい施策の方向
性を検討

事務局

指導部 人権・国際理

解教育Ｇ

教員の資質向上
検討ＷＧ

・優秀な教員や講師
の確保育成のための
プランを検討

・教員の最も効果的・
効率的な配置の在り
方について検討

・教員の年度途中の
欠員に対応しうる校内
体制、指導、配置の在
り方について検討

事務局
教育政策課

市長・教育長等直轄組織

教育ビッグデータ活用検討ＰＴ

・児童生徒の学力保障と本市全体の学力向上につなげるため
の教育ビッグデータの活用を検討

構成員：教育長、教育委員、特別顧問、事務局顧問、事務局
事務局：教育政策課（ICT推進Ｇ）

国語・算数科教育推進ＷＧ

・国語、算数における効果的な指導カリキュラムのあり方等を検
討

構成員：教育委員、事務局顧問、事務局、現場校長、教員
事務局：教育政策課（企画G）

英語教育推進ＷＧ

・英語教育の更なる充実に向けて、教員の指導力向上に向け
た方策を検討

構成員：教育委員、事務局、現場校長、教員
事務局：指導部英語イノベーションＧ

安全で安心できる学校づくりＷＧ

・安心ルールの策定と周知徹底
・その他学校の安全に関する事項

○学校安心ルール運営委員会
・ルールの全校実施に向けた課題対策を検討
構成員：教育委員、事務局顧問、事務局、現場校長、教員
事務局：指導部生活指導Ｇ

小中一貫教育
ＷＧ

・小中一貫した教育
を推進するにあたっ
ての全市小中学校の
取組状況の確認、課
題等の整理

事務局

指導部 英語イノベー

ションＧ

地域学校協働
活動推進ＷＧ

・社会教育法等が改
正されたことを受け、
学校運営協議会の
設置や地域学校協
働活動推進員の導
入などを検討

事務局
生涯学習担当

教育ＩＣＴ活用
推進ＷＧ

・令和２年３月に策定し
た「大阪市学校教育ＩＣＴ
ビジョン」に基づき、各施
策を進捗管理・検証・改
善し、ＰＤＣＡサイクルを
循環させることにより最
適なＩＣＴ教育を推進す
る

・校務支援ICT並びに教
育ICT活用事業につい
て、ICT活用にかかる
様々な意見を現場教員
から吸い上げ、施策に
活かしていくことを検討

事務局
教育政策課（ ICT推進
Ｇ）

部活動のあり方研究及び地域移行に関する検討
会議

・部活動のあり方と地域と学校が協働・融合した部活動の地
域移行の方向性の検討を行うに当たり、外部有識者等から
専門的見地による意見等を聴取する

構成員：教育委員、有識者、事務局
事務局：指導部保健体育担当

新・大阪市総合
教育センター
構築ＷＧ

・令和６年４月開設を
目指し、具体的な内容
の構築するため各部
会を発足させ基本構
想原案を検討

事務局

教育政策課

小中学校の携帯
電 話・スマー
トフォン等対策
検討ＷＧ

・小中学生のスマホ・
ゲーム機保有が進む
中、夜間の長時間活
用等、生活面・健康面
での弊害が出現しつ
つあるため、その過度
な利用を抑制し、有効
な活用方法を推進す
るため一定のルール
化を検討

事務局

指導部生活指導G

子どもの体力向上
推進委員会

・本市における子どもの

体力向上に係る取組の

改善

や学校における体育・

健康に関する指導の改

善に向けた取組を検討

事務局
指導部 保健体育担当

システム標準化
ＷＧ

・法律に基づいたシステ

ムの標準化に向け、現

行システムの概要調査

や移行計画の作成等の

取組みを検討（標準化

対象業務：就学事務、

就学援助事務）

事務局

教育政策課（ICT推進
G）

ヤングケアラー支援に向けたプロジェクトチーム会議

構成員：副市長・こども青少年局長、教育次長ほか
事務局：こども青少年局

総合的読解力育成カリ
キュラムの開発に向け
た内容検討ＷＧ

・説明的な文書の読解を中心

とする学習活動により、自律

的な学習習慣・読解力をベー

スとした思考力・判断力・表

現力を育成する授業時間の

確保に向け、総合的な学習

の時間の活用等を検討

事務局

教育政策課（企画G）、指導
部（初等・中学校教育担当）、
中央図書館、教育センター

学校配置の適
正化推進ＷＧ

・学校配置の適正
化を推進するにあ
たり、円滑な再編
整備のための全市
的な統一制度や教
育環境の充実など
を検討

事務局

学事課

名称変更

障がいのある子どもの
学びの充実に関するＷ

Ｇ

・障がいのある子どもの学び
の充実を図るため、通級によ
る指導を受けることができる
学校を増やすにあたり課題を
整理し、整備に向けた方策を
検討

事務局
インクルーシブ教育推進担当

新規

学校選択制検証ＷＧ

・平成26年度の制度導入時に
小学校で学校選択制を利用し
た児童・保護者が令和2年度
に初めて中学校入学時に学
校選択制を利用することとな
る。
・このタイミングで導入時の「熟
議」や「就学制度の改善につ
いて」において、期待されてい
たメリットや懸念されていた課
題について、今後の各区及び
市全体でより良い制度改善に
向けた検証を行う。

事務局

学事課

新規

新規

人事評価制度等検討Ｗ
Ｇ

・大阪市教育振興基本計画
に掲げる最重要目標の達成
に向けて、より頑張った教
員の成果や努力に報いる
ための人事評価制度へ改
編を検討。
・顕著な功績を挙げた小
中学校に対する表彰制
度・インセンティブ制度等
の構築を検討。

事務局

教職員人事担当

新規
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
教育ビッグデータ活用検討プロジェクトチーム 

設置目的 

大阪市教育振興基本計画に基づき、本市において小学校３年生から中学校３年

生まで経年的に分析可能になっている学力調査・テスト結果に加え、一人ひとり

の学習履歴や学習行動記録などの教育ビッグデータを集積し、その変化を可視

化してこれを専門的見地から分析することで、教育の成果と課題を「見える化」

するとともに、効果的な指導方法や学習行動などの知見を得るため、また、児童

生徒の学力の変化や学習履歴の蓄積により、各児童生徒、学級・学年、学校ごと

の課題を見出し、それぞれの課題に応じた効果的な学習・指導方法の実践や必要

な施策の企画立案を行い、児童生徒の学力保障と本市全体の学力向上につなげ

るため、教育ビッグデータ活用検討プロジェクトチーム（以下「プロジェクトチ

ーム」という。）を設置する。 

設置年月 平成 30年８月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

【プロジェクトチーム】 

教育ビッグデータ活用検討プロジェクトチーム会議構成員 

◎ 教育長

教育委員代表

教育委員会事務局 教育次長

同 ICT担当理事（デジタル統括室長） 

同 総務部長 

同 指導部長 

同 学校運営支援センター所長 

同 政策推進担当部長 

同 教育 ICT担当部長（デジタル統括室企画担当部長） 

教育センター所長 

大森大阪市特別顧問 

西村教育委員会事務局顧問 

○ 教育委員会事務局総務部教育政策課（ICT推進Ｇ・企画 G）

教育ビッグデータ活用検討プロジェクトチーム作業部会構成員 

◎ 教育委員会事務局 政策推進担当部長

同 ICT推進担当課長（チーム長代理） 

同 教育政策課長（チーム長代理） 

同 首席指導主事（ICT推進） 

同 首席指導主事（施策調整） 

同 学力向上支援担当課長 

同 初等・中学校教育担当課長 
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同 教育 ICT担当課長 

同 教育 ICT担当課長（ICT戦略室 ICTイノベーション担当課長） 

教育センター 首席指導主事（指導研究） 

教育委員代表 

有識者  八木同志社大学教授（統計学専門家） 

大森大阪市特別顧問 

西村教育委員会事務局顧問 

〇 教育委員会事務局総務部教育政策課（ICT推進 G・企画 G） 

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

（１） 学習者用端末の活用促進並びに、一人一台環境の整備にかかる調査、検

討

（２） 経年調査等学力調査データの分析及び、３階層のカルテ作成にかかる調

査・検討

（３） ビッグデータの活用・分析にかかる調査・検討

・学力向上支援チーム事業の効果検証

・デジタルドリル（ＡＩドリルや教科）

など、引き続き作業部会を中心に議論する

４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
国語・算数科教育推進ワーキンググループ 

設置目的 

読解力・表現力等をはじめとする大阪市の学力課題の解消に向け、学識経験者・

学校教育関係者からなる「国語・算数科教育推進会議」を設置することにより、

小・中学校９年間を見通した学習指導に資する、学力向上策についての議論を

行う。 

設置年月 平成 29年４月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

◎ 教育委員会事務局顧問 

教育委員代表 

区担当教育次長代表 

小学校教育研究会代表 

教育政策課学力向上支援担当課長 

教育政策課次席指導主事 

教育センター教育振興担当首席指導主事（指導研究） 

教育センター教育振興担当次席指導主事（指導研究） 

教育センター教育振興担当総括指導主事（指導研究） 

教育センター教育振興担当指導主事（指導研究・国語担当） 

教育センター教育振興担当指導主事（指導研究・算数担当） 

○ 教育政策課総括指導主事（企画 G） 

○ 教育政策課指導主事（企画 G） 

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

教育ビッグデータ活用検討プロジェクトチーム 

学力向上支援チーム事業 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

・学力向上支援チーム事業の進捗状況の確認 

・各学年・単元における指導のポイントの確認 

・国語・算数・理科に係る教員研修の検討 

「国語・算数科教育推進ワーキング会議」 随時開催 

４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要 

５年度への課題 

※今回は記載不要 

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ） 
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
英語教育推進ワーキング会議 

設置目的 

大阪市における英語教育の更なる充実に向け、教育委員・教育委員会事務局職

員・学校園教育関係者からなる「英語教育推進ワーキング会議」を設置するこ

とにより、教員の指導力向上に向けた方策を策定することを目的とする。 

設置年月 平成 31年４月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

◎ 教育委員代表

中学校教育研究会代表（校長及び教諭）

○ 指導部英語イノベーション担当課長

教育センター教育振興担当首席指導主事（指導研究グループ）

総務部教育政策課首席指導主事

指導部初等・中学校教育担当総括指導主事（英語イノベーショングループ） 

指導部初等・中学校教育担当指導主事（英語イノベーショングループ）

教育センター教育振興担当指導主事（英語担当）

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

「大阪市英語力調査」（GTEC）及び教員の授業改善を目的とした研修について

検討 

〈スケジュール〉 

７月 第１回英語教育推進ワーキング会議 

１月 第２回英語教育推進ワーキング会議 

４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
安全で安心できる学校づくりワーキンググループ 

設置目的 

安全で安心できる学校・教育環境の実現に向けて、生活指導サポートセンター

事業の進捗状況の点検や学校安心ルールの小中学校全校での実施における調査

研究を行う。 

設置年月 平成 26年７月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

教育委員会事務局顧問 教育委員代表 

区担当教育次長（実務部会代表・指導部担当） 

◎ 指導部長 初等・中学校教育担当課長

○ 首席指導主事（生活指導）

小学校校長会代表 中学校校長会代表 小学校教諭代表 中学校教諭代表

市 PTA協議会代表 学校安心ルール研究員

（必要に応じて関係課長、各課係長を招集）

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

「学校安心ルール運営委員会」 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

・生活指導サポートセンターの機能充実に関する検証及び学校安心ルールにつ

いて、各学校の実態に応じたルール表での運用を進めるにあたり、状況の把握

及び検証を行う。 

４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
部活動のあり方研究及び地域移行に関する検討会議 

設置目的 

大阪市立学校における部活動のあり方と地域と学校が協働・融合した部活動の

地域移行の方向性についての検討を行うに当たり、外部有識者等から専門的見

地による意見等を聴取するため 

設置年月 令和４年６月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

◎ 間野 義之（早稲田大学教授）  松永 敬子（龍谷大学教授） 

相原 正道（大阪経済大学教授） 石井 智（びわこ成蹊スポーツ大学） 

岡﨑 和伸（大阪市立大学教授） 土屋 裕睦（大阪体育大学教授） 

古川 拓也（大阪成蹊大学講師） 

教育委員代表  中学校校長会会長 

大阪市中学校体育連盟会長 大阪市中学校文化連盟会長 

経済戦略局  大阪市スポーツ協会 

○ 学校力支援担当部長

○ 保健体育担当首席指導主事

○ 保健体育 G（体育）総括指導主事

○ 保健体育 G（保健）係長

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

・部活動改革（例：様々なニーズに対応する部活動など）

・部活動指導員活用事業における人材確保について

・本市立中学校の休日の部活動について、段階的に地域に移行するためのモデ

ル校の実施

・令和５年度以降の休日の部活動を段階的な地域移行に向けた取組

・大学教授、関係諸団体等が参画し、地域連携や中高大連携を通して、部活動

あり方や地域と学校が協働・融合した部活動の地域移行の方向性について検

討し、その方向性を全校に発信する。

＜部活動のあり方＞ 

・部活動における今日的課題について協議する。

＜休日の部活動の段階的な地域移行にむけた取組＞ 

・都島区で展開する桜宮高校を拠点とした桜宮スポーツクラブ（仮称）の取組

について、市教委を事務局としてモデル実施する。将来的に、全市展開をめざ

し、大学教授、関係諸団体等と意見交換し、部活動の地域移行の方向性を検討

していく。 
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４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
現場教員との協働ワーキンググループ 

設置目的 

教育振興基本計画に掲げられた施策の推進や、学校教育において本市が直面す

る課題解決にむけ、現場教員の視点から様々な改善提案や意見具申を行うため、

当ワーキンググループを置く。 

設置年月 平成 26年４月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

◎ 総務部長

総務課長

○ 総務課長代理

総務課の担当係長（広報・広聴担当の２名）

学校の教員 10名程度

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

教育振興基本計画に掲げられた施策の推進等のため、関係プロジェクトチーム

やワーキンググループにそれぞれ分担して随時参加し、現場教員の視点から

様々な改善提案や意見反映を行う。 

参加プロジェクトチームやワーキンググループ等については今後調整予定。 

４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
学校業務改善ワーキンググループ 

設置目的 

校務支援ＩＣＴの利活用の促進、効率的な校務運営・人員マネジメントを検討

するため、関係課で必要な協議を行うことを目的として設置する。 

設置年月 平成２６年６月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

◎ 教務部長

指導部長

学校運営支援センター所長

○ 教職員給与・厚生担当課長

教職員人事担当課長

教育活動支援担当課長

総務課長

教育政策課長

事務管理担当課長

給与・システム担当課長

指導部及び教育センターの各担当課長

区役所

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

・ワーキンググループ会議を開催し、学校現場の負担軽減に向けて、各課・担

当での取組みについての進捗状況の確認と効果検証を行い、今後の取り組みに

ついての検討を行う 

・スケジュール（予定）

4月～6月頃 学校業務改善ワーキング 

：これまでの取組み及び今年度の取組みに関する報告・共有 

 現行プランの改訂に向けた検討 

7月から 3月（随時開催）学校業務改善ワーキング 

：進捗状況の報告・共有 

 現行プランの改訂に向けた検討 

3月頃学校業務改善ワーキング 

：次年度の取組みについて検討・共有 
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４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
教員の資質向上検討ワーキンググループ 

設置目的 

・子どもの安心・安全や学力・体力の向上に向けて、安心ルールや学校力アッ

プ支援事業など、様々な制度や事業は構築されたが、その制度の運用や事業

を担う学校現場の教員については、近年の大量退職・大量採用により、若年

化が進んでおり、投資の効果を最大化していくためにも、教員及びサポート

する人材、即ち「教育を支える力」の育成が必要となっている。

・教員の大学での養成から、採用、採用後の育成まで、各担当が担う役割を整

理、再構築して、学校現場や教員を目指すものの視点で、優秀な教員（講師）

の確保育成のためのプランを検討する。

・教育への重点投資により整備された教員及びサポート人材（学びサポーター

や生活指導支援員等）の体制について、安心・安全や学力・体力の向上とい

った目的、困難度等に応じて整理し、教員の体制も含めて、最も効果的・効

率的な配置の在り方について検討を行う。

・教員の年度途中の欠員に対応しうる校内体制、指導、配置の在り方について

検討を行う。

設置年月 平成 31年５月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

教職員人事担当課長 

教職員給与厚生担当課長 

第３教育ブロック担当部長 

初等・中学校教育担当課長 

教育センター教育振興担当課長 

首席指導主事（専門研修） 

◎ 政策推進担当部長

○ 教育政策課長

大学連携企画担当課長

学力向上支援担当課長

小学校長会・中学校長会

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

１ 検討事項 

（１）女性管理職登用に向けた具体的な取組を検討 

（２）人材育成方針の策定 

２ スケジュール 

    ５月～  WG 開催 

  人材育成方針の策定に向けた調整 
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４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要 

５年度への課題 

※今回は記載不要 

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ） 
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
不登校特例校（含む夜間学級）のあり方検討ワーキンググループ 

設置目的 

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律

等を踏まえ、不登校児童生徒にとっての学びの場の設置及び、中学校夜間学級

の現状や国の動向を踏まえ、新たなあり方を検討するため必要な協議を行うこ

とを目的として設置する。 

設置年月 平成 31 年４月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

◎ 指導部長

総務部長

第４教育ブロック担当部長

総務課長

学事課長

施設整備課長

教職員人事担当課長

初等・中学校教育担当課長

教育活動支援担当課長

首席指導主事（ICT推進）

首席指導主事（人権・国際理解教育）

○ 首席指導主事（第４教育ブロック）

○ 首席指導主事（第３教育ブロック）

○ 首席指導主事（生活指導）

（必要に応じ関係課長を招集）（各課係長）

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

平成 29年度の「中学校夜間学級の在り方検討プロジェクトチーム」において、

夜間学級の新たな機能の 1 つとして、不登校生徒の支援等にかかる検討を行っ

てきた。一方で、喫緊の課題として不登校対策を進める必要があることから、

不登校特例校に係るプロジェクトチームを設置し、夜間学級のあり方を含め、

設置に向けた方向性について、本 WGにおいて今後の夜間学級のあり方及び不登

校特例校の設置（令和６年４月）について協議する。 

15



４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
教育ＩＣＴ活用推進ワーキンググループ 

設置目的 

ＩＣＴを活用した教育をさらに推進していくため、令和２年３月に「大阪市学

校教育ＩＣＴビジョン」を策定した。 

「問題発見・解決のプロセスにおけるＩＣＴ活用」、「公正に個別最適化された

学びにおけるＩＣＴ活用」及び「学びを支えるＩＣＴ環境の段階的整備」の各施

策を確実に実施するためには、学校内外における支援体制の充実が必要不可欠

であり、また、社会情勢や本市の実情、情報通信技術の進展等に合わせて、適宜

計画内容の見直しを図ることも必要である。 

そのため、本計画の着実な推進及び不断の⾒直しを図るため、教育 CIO であ

る理事のリーダーシップのもと計画を確実に実施していくために、教育ＩＣＴ

活用推進ワーキンググループが中心となり、各施策を進捗管理・検証・改善し、

PDCAサイクルを循環させることにより、最適なＩＣＴ教育が推進されるよう、

適宜、ビジョンの継続的な見直しを進める。 

設置年月 令和２年６月２５日 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

【プロジェクトチーム】 

教育ＩＣＴ活用推進ワーキンググループ会議構成員 

◎ 総務部長 

同 指導部長 

同 学校運営支援センター所長 

同 政策推進担当部長 

教育センター所長 

ＩＣＴ推進担当課長 

○ 総務部教育政策課（ＩＣＴ推進Ｇ） 

※プロジェクトチームの下に、教育ＩＣＴ活用検討会を設置 

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

（１）各施策の進捗管理・検証・改善 

（２）大阪市学校教育ＩＣＴビジョンの継続的な見直し 
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４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
多文化共生教育ワーキンググループ 

設置目的 

平成 26年度より、市内外国人住民が急増傾向となり、それに伴って学校現場

でも外国からの児童生徒数が急増し、令和３年度において、外国籍児童・生徒

数が 3800 名を超え、国や地域は 49 に及び、日本語指導の必要な児童生徒数も

850 名となっている。平成 30 年の出入国管理法改正、令和元年には日本語教育

推進法が公布・施行されたことから、今後ますます外国から編入する児童生徒

が増加することが見込まれている。 

 このような状況を受け、本市においても市民局理事を本部長とする「多文化

共生施策推進本部会議」がもたれ、令和２年度には、大阪市多文化共生指針が

策定され、それに基づく教育を含めた多文化共生社会の実現に向けた行動計画

が示されています。多文化共生施策推進本部会議」での確認事項をもとに、令

和２年度から重点施策推進経費による「外国につながる児童生徒の受入れ・共

生のための教育推進事業」をスタートさせた。また、令和３年度には、さらな

る日本語指導の充実に向けた取組に加え、「外国につながる児童生徒」の母語・

母文化の保障や学校園の多文化共生教育の推進のための取組をモデル的に始め

た。今後の中・長期的な展望に立った取組の在り方について、議論を深めてい

く必要がある。 

 これまで取り組んできた韓国・朝鮮に関わる民族教育や「在日外国人教育基

本方針」をもとに、新たに外国から編入学する児童生徒も含め、国際都市大阪

にふさわしい新しい教育施策や方向性を検討することを目的として設置する。 

設置年月 平成 29年５月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

指導部長 

◎ 学校教育推進担当部長 

教育活動支援担当課長 

初等・中学校教育担当課長 

○ 人権・国際理解教育担当首席指導主事 

教職員人事担当課長 

総務課長 

教育政策担当課長 

生涯学習担当課長 

（教育現場より、指導教諭、教諭等の参画を図る） 

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

多文化共生社会の実現に向けた教育のための有識者意見聴取 
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検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

・ 中・長期的な展望に立った、大阪市における多文化共生教育の在り方

・ 現行の「国際理解教育推進事業」に代わる新事業の具体案

・ 特に、「母語・母文化の保障のための取組」の具体化を進める。

・ 市民局「多文化共生施策推進本部会議」での議論や指針作成に向けた取組及

び経済戦略局での取組と連動した、教育委員会における多文化共生教育のた

めの施策の計画的推進

４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要

５年度への課題 

※今回は記載不要

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ）
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令和４年度プロジェクトチーム等の進め方に関する調書 

プロジェクト等 

名称 
小中一貫教育ワーキンググループ 

設置目的 

本市が小中一貫教育を推進するにあたり、今後の「小中一貫校」の設置に向け

た基準の検討や、施設一体型や施設分離型小中一貫校の教育内容の検討等、す

でに取り組んでいる小中一貫校の取組状況の確認、課題等の整理等を行い、新

たな魅力を創出するために必要な協議を行うことを目的として、小中一貫教育

ワーキンググループ（以下「プロジェクトチーム」という。）を設置する。 

設置年月 令和４年４月 

構成員 

[チーム長に◎、事務

局に○をつけてくだ

さい] 

【小中一貫教育ワーキンググループ メンバー】 

教育委員会事務局 

総務部長 

政策推進担当部長 

学校環境整備担当部長 

総務課長 ☆ 

教育政策課長 ☆ 

学力向上支援担当課長 ☆ 

首席指導主事（企画） ☆ 

学校適正配置担当課長 ☆ 

施設整備課長 ☆ 

教務部長 

教職員人事担当課長 ☆ 

指導部長 

第１教育ブロック担当部長 

第２教育ブロック担当部長 

◎ 第３教育ブロック担当部長

第４教育ブロック担当部長

教育活動支援担当課長 ☆

初等・中学校教育担当課長 ☆

○ 英語イノベーション担当課長 ☆

首席指導主事（保健体育）☆

教育センター 教育振興担当課長

経済戦略局文化部文化課長 ☆

スポーツ部スポーツ課長 ☆ 

※◎はグループリーダー、〇は事務局、☆は幹事会メンバーを指す。

※ 事務分担の変更によりメンバーを入れ替える場合がある。
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【小中一貫教育支援・新たな魅力創出検討チーム】 

教育政策課長 

学力向上支援担当課長☆★ 

首席指導主事（企画）☆★ 

学校適正配置担当課長 

施設整備課長☆ 

教職員人事担当課長☆ 

教育活動支援担当課長☆★ 

初等・中学校教育担当課長☆★ 

英語イノベーション担当課長〇☆★ 

首席指導主事（第１教育ブロック） 

首席指導主事（第 2教育ブロック） 

首席指導主事（第 3教育ブロック） 

首席指導主事（第 4教育ブロック） 

首席指導主事（保健体育）☆★ 

教育センター教育振興担当課長 

経済戦略局文化部文化課長 

スポーツ部スポーツ課長 

 

国際バカロレア教育等に精通する有識者 

 

※ 〇はチームリーダー、☆は小中一貫教育支援チーム、★は新たな魅力創出

検討チームの常時出席メンバーを指す。 

関連する審議会・ 

プロジェクト等 

大阪市学校適正配置審議会 

学校配置の適正化ワーキンググループ 

検討すべき 

内容・課題 

及びスケジュール 

・「大阪市小中連携推進プラン」の実績と成果の検証 

・施設一体型小中一貫校の希望者数等に係る要因分析、魅力向上策の検討 

・多様化するニーズに対応した教育内容や教育委員会の支援のあり方等の調

査・研究 

・小中一貫した教育の推進についての考え方等の検討（「大阪市小中連携推進プ

ラン」の改訂） 
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４年度の 

開催状況・内容等 

※今回は記載不要 

５年度への課題 

※今回は記載不要 

５年度の予定 ※今回は記載不要（ 継続 ・ 改編 ・ 休止 ・ 廃止 ・ 新規 ） 
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